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越谷市学校徴収金管理システム業務 公募型提案審査（プロポーザル方式）による 

候補者選定実施要領 

 

1. 目的 

越谷市立小・中学校（以下「学校」という。）では、教材費等の学校徴収金について、各学校がそれ 

ぞれ保護者等から徴収しており、徴収方法としては、口座振替、現金徴収など様々である。 

保護者等にとっては、学校指定の金融機関への口座開設、金融機関への口座振替登録、残高の

確認や資金移動のための金融機関への訪問、現金の準備などが負担となっている。また、学校で

は、保護者等の口座情報の収集・登録、納入の通知や督促・催告、納入状況の確認、現金の取扱い

などの収納事務が負担となっており、働き方改革を進めていく上でも事務効率化が必要となって 

いる。 

そこで、本業務では、市内小中学校に学校徴収金管理システムを導入することによって、保護者

等の利便性の向上及び教職員の徴収業務の効率性の向上と事務処理の負担軽減を図り、教育の

質の向上に繋げることを目的とする。 

 

2. 業務概要 

（１）業務の名称 

  越谷市学校徴収金管理システム業務 
（２）業務内容 

別紙１「越谷市学校徴収金管理システム業務要求水準書」（以下要求水準書という。）の 

とおり 

（３）契約期間 

本業務契約締結の日から令和９年（２０２７年）3月31日までとする。 

（４）保護者におけるシステム利用料予定額 

   保護者が支払うシステム利用料として、小学校児童 1 人当たり年額３００円、中学校生徒 1 人当

たり年額４００円を支払う。 

   （参考：保護者システム利用料（年額）） 8,401,900 円 

    小学校児童：児童数 16,949 人 × 集金額３００円/人＝ 5,084,700 円 

    中学校生徒：生徒数 8,293 人 × 集金額４００円/人＝ 3,317,200 円  

（５）市が支払うシステム使用料予定額（見積書該当額） 

保護者が支払う上記システム利用料（２ (4)）を除き、市が支払う令和8年4月から令和9年3月

までのシステム使用料等は、9,000,000円（消費税及び地方費相当額を含む。）を限度額とす

る。なお、見積書の金額（市が支払うシステム使用料）が予定価格を超過した場合は失格とする。 

（６）システムを利用する学校 

   学校の実情等を踏まえたうえで、希望する学校がシステムを利用できることとする。ただし、シス

テム利用における効果や本業務の履行状況によっては今後、市内小中学校全校が利用すること

も想定している。 
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(7)学校の児童生徒数（令和7年5月1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校名 児童数 中学校名 生徒数

　越谷市立越ヶ谷小学校 685人 　越谷市立中央中学校 745人

　越谷市立大沢小学校 355人 　越谷市立東中学校 428人

　越谷市立新方小学校 160人 　越谷市立西中学校 541人

　越谷市立桜井小学校 443人 　越谷市立南中学校 692人

　越谷市立大袋小学校 493人 　越谷市立北中学校 541人

　越谷市立荻島小学校 474人 　越谷市立富士中学校 800人

　越谷市立出羽小学校 646人 　越谷市立北陽中学校 370人

　越谷市立大相模小学校 1,060人 　越谷市立栄進中学校 700人

　越谷市立増林小学校 171人 　越谷市立光陽中学校 738人

　越谷市立川柳小学校 1,234人 　越谷市立平方中学校 318人

　越谷市立南越谷小学校 838人 　越谷市立武蔵野中学校 336人

　越谷市立東越谷小学校 542人 　越谷市立大袋中学校 489人

　越谷市立大沢北小学校 530人 　越谷市立新栄中学校 343人

　越谷市立大袋北小学校 489人 　越谷市立大相模中学校 790人

　越谷市立蒲生南小学校 538人 　越谷市立千間台中学校 462人

　越谷市立北越谷小学校 291人

　越谷市立大袋東小学校 464人

　越谷市立平方小学校 332人

　越谷市立弥栄小学校 426人

　越谷市立大間野小学校 494人

　越谷市立宮本小学校 544人

　越谷市立西方小学校 617人

　越谷市立鷺後小学校 705人

　越谷市立明正小学校 887人

　越谷市立千間台小学校 868人

　越谷市立桜井南小学校 527人

　越谷市立花田小学校 685人

　越谷市立城ノ上小学校 541人

　越谷市立蒲生小学校 910人

小学校合計 16,949人 中学校合計 8,293人
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3. 選考会に参加できる者の形態 

本プロポーザルに参加できる者は、単体事業者又は複数の事業者により構成される共同事業体 

とし、次の要件をすべて満たすものとする。 

 （１）単体事業者の場合 

① 参加申込締切日までに、令和7・8年度越谷市物品購入等入札参加資格として「電算業務」

の登録手続きを行い、契約締結時に「電算業務」の登録があるもの。 

② 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれにも該当しない者であること。 

③ 参加申込書等受付の締切日から契約締結までの期間に、越谷市の契約に係る指名停止等の

措置要綱（平成３０年告示第３４９号）に基づく指名停止措置を受けていない者であること。 

④ 参加申込書等受付の締切日から契約締結までの期間に、越谷市の締結する契約からの暴

力団排除措置に関する要綱（平成９年告示第８号）に基づく指名除外措置を受けていない

者であること。 

⑤ 参加申込書等受付の締切日から契約締結までの期間に、越谷市競争入札参加資格業者実

態調査実施要綱（平成２６年告示第２０２号）に基づく入札参加制限措置を受けていない者

であること。 

⑥ 参加申込書等受付の締切日から契約締結までの期間に、国又は他の地方公共団体のうち、

その行政区域に越谷市を含む発注機関から指名停止措置又は指名除外措置を受けている

者にあっては、市長が特に本プロポーザルに参加させることが適当と認める者であること。 

⑦ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を

申請した者にあっては、会社更生法又は民事再生法に基づく裁判所からの更生手続開始又

は再生手続開始の決定がされており、かつ、本市の再審査を受け参加申込締切日において

入札参加資格を有する者であること。 

⑧ 本プロポーザルに参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がない者であること。 

（２）共同事業体の場合 

   ①  構成員すべてが３．（１）の要件を満たしていること。 

   ②  構成員が単体事業者又は他の共同事業体の構成員として、本プロポーザルに参加していな

いこと。 

 

４． 担当課 越谷市教育委員会学校教育部学校管理課 

    住所 ： 〒３４３－８５０１ 越谷市越ヶ谷四丁目2番1号 

電話 ： ０４８－９６３－９２８２ 

電子メール ： gakkokanri@city.koshigaya.lg.jp 

 

５． 日程 

 （１） 募集開始    ：令和 7 年９月２６日（金） 

 （２） 質問受付期間   ：令和７年１０月２日（木） 17 時必着 

 （３） 質問に対する回答   ：令和７年１０月７日（火） 

mailto:gakkokanri@city.koshigaya.lg.jp


4 
 

 （４） 参加申込書提出期限   ：令和７年１０月１４日（火） 

 （５） 企画提案書等提出期限  ：令和７年１０月２１日（火） 17 時必着 

 （６） 選考委員会    ：令和 7 年 10 月 22 日（水） （予定） 

 （７） プレゼンテーション・ヒアリングの実施 ：令和７年１０月２９日（水） 

 （８） 候補者特定結果通知   ：令和７年１０月３１日（金） （予定） 

 （９） 契約締結    ：令和７年１１月上旬 （予定） 

 

６． 応募手続き 

（１） 質問受付 

(ア) 受付期限 ：令和 7 年１０ 月２ 日（木）17 時まで 

(イ) 提出先 ：本要領４ 担当課宛て 

(ウ) 提出方法 ：電子メール 

(エ) 記載事項 ：質問者の事業者名、部署、氏名、連絡先電話番号、質問内容 

(オ) 留意点 

・ 質問書は任意様式とする。 

・ 電子メール以外での質問は受け付けない。 

・ 電子メールの標題は「学校徴収金収納管理サービス運営業務に関する質問（事業者名）」 

とすること。 

・ 評価及び審査に関する質問には回答しない。 

・ 質問書の内容に疑義が生じた場合は、市より質問者へ問い合わせをする場合がある。 

（２） 質問への回答 

(ア) 回答日 ：令和 7 年 10 月 7 日（火） 

(イ) 回答方法 ：本市ホームページに回答を掲載する。 

(ウ) 留意点 

・ 要求水準書等に関する質問の回答は、要求水準書等の記載内容の追加又は修正とみなす。 

・ 同趣旨の質問が複数あった場合は、まとめて回答する。 

・ 質問者の名称等については公表しない。 

（３）参加表明書の提出 

(ア) 提出期限 ：令和 7 年 10 月 １４ 日（火） 17 時まで 

(イ) 提出先 ：本要領４ 担当課宛て 

(ウ) 提出書類 ：様式１ 「参加申込書」 

(エ) 提出方法 ：電子メール 

（４）企画提案書、見積価格提案書等の提出 

(ア) 提出期限 ：令和 7 年 10 月 ２１ 日（火）17 時まで 

(イ) 提出先 ：本要領４ 担当課宛て 

(ウ) 提出書類 

① 会社の概要が分かる資料（パンフレット等）（１部） 
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② 様式２ 「共同事業体結成に係る届出書」（共同事業体の場合のみ） 

③ 様式３ 「暴力団排除に係る誓約書」 

④ 様式４ 「企画提案書等提出書」 

⑤ 市税の滞納がないことの証明書又は主たる事業所所在地の市町村税（東京特別区にあっ 

ては都税）を滞納していないことの証明書（写し可・１部） 

⑥ 消費税及び地方消費税に関する証明書 

（納税証明書又は未納税のない証明書）（写し可・１部） 

⑦ 履歴事項全部証明書の原本（１部） 

⑧ 財務諸表（直近 2 か年分）（１部） 

⑨ サービス運営事業者は、次の認証のいずれかを取得していることが分かる認証書の写し 

（１部）（ISMAP、ISMAP-LIU、ISO/IEC27001（ISMS）、ISO/IEC27017 等） 

⑩ 提案書（任意様式）：正本１部、副本 10 部 

⑪ 見積価格提案書（任意様式）：正本１部、副本 10 部 

※ 共同事業体の場合は、共同事業体の構成員すべてが①、③、⑤～⑦を提出すること。 

(エ) 提出方法：郵送・宅配又は持参 

・ 郵送・宅配の場合は、書留郵便等配達の記録が確実に残る方法により送付すること。なお、 

事故等による未着について本市では責任を負わない。 

・ 持参の場合の受付時間は、土日祝日を除く午前９時から午後５時までとし、持参予定時刻 

を事前に担当課宛てに連絡すること。 

（５）提案書等提出書の作成方法 

表紙には様式４を用いること。 

＜企画提案書＞ 

(ア) 提出様式 

様式は任意とするが、規格はＡ4 判（横書き）、原則として両面印刷長辺綴じで作成するこ 

と（図表等で対応が困難なものを除く）。Ａ3 判の折込みは可とする。白黒印刷・カラー印刷 

のいずれでも可とする。 

(イ) フォント 

フォントは指定しないが、見やすさに配慮すること。なお、サイズは原則として 10 ポイ 

ント以上とする（図表・注釈等で対応が困難なものを除く）。 

(ウ) ページ数 

表紙及び目次を除き 20 ページ以内とする（カタログやパンフレット等を添付する場合は 

ページ数に含めない）。別紙２「評価基準票」の項目に対し、提案意図を明確に伝えること 

ができる適切な量にまとめること。 

(エ) 記載内容 

別紙１「要求水準書」を熟読の上、別紙２「評価基準票」の各評価項目について、評価基 

準を基に具体的に記載すること。 

また、以下についても記載すること。 
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① 保護者等向けに提供する全ての集金方法 

② サービス提供期間を 1 年間とした場合の使用料総額（初期費用は含めないこと）の詳 

細な内訳（計算方法等） 

※ 使用料とは、サービスを利用するにあたり必要な費用であり、保護者の利用料を除き、本市が 

支払うことを想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(オ) 留意事項 

・ 正本にのみ事業者名を記載して押印し、副本には提案者が特定できる名称、ロゴマーク 

等を使用しないこと。 

・ 企画提案書には目次を付し、各ページにはページ番号を表示すること。 

・ 本市は提出された企画提案書に基づき評価を行うため、企画提案書には評価項目に対する提 

案内容を漏れなく記載すること。 

・ 企画提案書には、難解な語句等に注釈や解説を加え、必要に応じて図表等を用いる等、可能 

な限り簡潔かつ明瞭で専門的な知識を持たない者でも理解しやすい表現で記述すること。 

・ 要求水準書等の全面的な引用又は「要求水準書のとおり」といった記述に終始しないこと。 

・ 他の提案者が提案すると想定される方式等との比較を具体的に記述するなど、本市が的確に 

評価できるように工夫すること。 

・ 本件への実装が困難な機能であっても、将来的に拡張が可能な機能がある場合は説明を加え 

ること。また、実現困難な項目について提供可能な代替案があれば明記すること。 

・ 提案書の記述において、複数の解釈ができる場合は、そのいずれの方法でも実現を保証した 

ものとみなすものとする。 

 

 

 

 

学校数及び想定される集金総額及び集金回数（１年間） 

【小学校】 

◇対象校：２９校 

◇集金額：児童数 16,949 人 × 集金額２５，０００円/人＝ 423,725,000 円 

◇集金回数：児童数 16,949 人 × ６ 回 ＝101,694 回 

◇振り分け口座：８口座×２９校 

【中学校】 

◇対象校：１５校 

◇集金額：生徒数 8,293 人 × 集金額 32,000 円/人＝ 265,376,000 円 

◇集金回数：生徒数 8,293 人 × ８ 回 ＝66,344 回 

◇振り分け口座：５口座×１５校 
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＜見積書＞ 

(ア) 提出様式：様式は任意とする。 

（イ） 見積金額には、以下の内容を含む。 

・ システム基本料 

・ 操作説明・問い合わせ対応による導入・運用サポートの費用 

・ 収納金の入金に係る振込手数料 

・ 受注者のシステムの運用・保守 

・ 一般的なバージョンアップ（拡張機能）に係る経費 

・ その他本業務で発生する諸経費 

（ウ） 契約金額には、以下の内容を含まない 

・ 保護者が負担する利用料（年額） 

小学校児童 1 人当たり 300 円 

中学校生徒 1 人当たり４００円 

(エ) 留意事項 

・ 正本にのみ事業者名を記載して押印し、副本には提案者が特定できる名称、ロゴマーク等を

使用しないこと。 

・ 提案した内容で業務を行う前提で見積もること（消費税及び地方消費税を含む）。 

・ 経費の総額を示すとともに、業務の要素ごとに費用内訳を示すこと。 

（６）参加を辞退する場合 

参加表明書を提出した者が参加を辞退する場合は、以下により速やかに書類を提出するこ 

と。 

(ア) 提出先 ：本要領２．（４）担当課宛て 

(イ) 提出書類 ：様式 5「辞退届」 

(ウ) 提出方法 ：郵送・宅配又は持参 

・ 郵送・宅配の場合は、書留郵便等配達の記録が確実に残る方法により送付すること。なお、

事故等による未着について本市では責任を負わない。 

・ 持参の場合の受付時間は、土日祝日を除く午前９時から午後５時までとし、持参予定時刻を

事前に担当課宛てに連絡すること。 

 

７． 候補者の特定について 

以下により、候補者を特定する。 

（１）審査方法 

提案書等の提出書類をもとに以下の審査基準による書類審査及び面接審査を行う。 

（２）審査基準 

以下の項目等について評価し、総合的な審査を行う。 

（ア）業務目的 
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・ 本事業の目的や必要性を理解しているか。 

（イ）業務の遂行能力・実施体制 

・ 学校や教育委員会への導入実績はあるか。（導入自治体数、学校数、利用者数等） 

・ 保護者等及び学校や教育委員会へのサポート体制は適切か。 

（ウ）提案内容 

・ 提供するキャッシュレス決済手段の内容（複数の決済手段がある場合はそれぞれの内容と

利用の割合） 

・ サービス使用料額は低廉か。 

・ 操作が保護者目線の分かりやすさ、使いやすさを考慮したものとなっているか。新たな負

担等は生じないか。 

・ 学校の操作が分かりやすく、使いやすいものとなっているか。 

（エ） 業務のスケジュール 

・ 準備業務や学校が請求情報を入力してから収納金が学校口座へ入金されるまでのスケ

ジュールが、合理的なものとして具体的に示されているか。 

（オ） 有益な提案 

・ 要求水準書で示している項目以外に有益な提案はあるか。 

（例 収納金を各学校の複数の口座へ振り分けて入金できる 等） 

（カ） 見積価格の妥当性 

・ 見積内容が予定価格以内で、次年度以降の運用・保守経費も含め、提案内容と照らして

整合性のある妥当な積算となっているか。 

（キ） 地域経済の観点 

・ 本市内に本店又は営業所を有し、本業務を担当する人員が当該事業所に在籍しているか。 

（共同事業体を構成する場合は、その構成員となる者を含む） 

（３） 選定委員会（面接審査） 

以下の日時、面接審査を実施する。ただし、提案者が 5 者を超えた場合、選定委員会の書類

審査により一次審査（書類審査）を実施し、選考審査会を行う 5 者を選定する。 

面接審査の実施時間、会場など詳細については、様式２参加表明書に記載の担当者メール

アドレスあてに通知する。 

日 時：令和 7 年 10 月 ２２ 日（水）（予定） 

（ア） 時間配分 

提案者の説明時間を 30 分以内、質疑応答を 20 分程度とし、順次個別に行う。 

（イ） 説明用機材 

説明に際して、モニター（HDMI 端子接続）については用意するが、PC 等の機材につい

ては各提案者が用意するものとする。 

（ウ） 出席者 

1 社あたり３名以内とし、本事業を実施する際の責任者に想定している者を主たる説明者

とすること。 
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（エ） 審査項目及び配点 

審査基準及び別紙２「評価基準票」に基づき審査を行う。 

（オ） 候補者特定手順 

候補者は、審査の評点の合計額が最も高い者とする。この場合において、合計点が最も

高い者が 2 者以上あるときは、選定委員会が採決し決定する。 

※ 提案者が 1 者の場合は、審査を行い、選定委員会が候補者特定の可否を採決して決

定する。 

（４） 結果通知 

・ すべての提案者に審査の結果を郵送により通知する。また、契約締結後、受注者を本市ホー

ムページで公表する。 

・ 特定されなかった者は、通知を受けた日の翌日から起算して７日以内（土日祝日を含む）に、

書面により、本市に対して非特定理由についての説明を求めることができる。 

・ 本市が非特定理由についての説明を求められたときは、本市は、その翌日から起算して 10

日以内（土日祝日を除く）に、書面にて回答する。ただし、特定結果に関する異議申し立て、

プロポーザル参加者に関する情報、他の提案者の企画提案に関する情報、プロポーザルの

各評価基準の得点の内訳等に関する問い合わせは受け付けない。 

（５） 次点者の取り扱い 

候補者特定後、候補者の都合により辞退があった場合、次点の者を繰り上げて候補者とす

る場合がある。 

（６） 審査の除外 

次のいずれかに該当する場合は、当該提案を無効とし、審査の対象から除外する。 

（ア） 提出書類について、定められた体裁、提出様式の記載すべき事項、提出期限等に適合しな

い場合 

（イ） 見積金額（税込）が予定価格を上回っている場合 

８． 契約締結 

（１） 候補者との協議等 

本市は、候補者と業務の内容及び契約条件の詳細について協議し、仕様書を作成のうえ、見

積書を徴収し、予定価格の範囲内であれば、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号の規

定により随意契約を行う。なお、提出された提案書等の内容をそのまま実施することを約束する

ものではなく、協議のうえ提案書等の内容を一部変更する場合がある。候補者との協議が不成立

の場合は、次点の者を候補者として協議を行うものとする。 

（２） サービス使用料の支払い 

支払い回数及び支払時期、支払方法は、候補者と別途協議を行う。 

 

９． 留意事項 

（１） 提出書類の作成、提出等、企画提案に係る費用は、提案者の負担とする。 

（２） 提出された書類は、審査の結果にかかわらず返却しない。 
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（３） 本市は提出された資料について、本業務の候補者の選定以外に提案者に無断で使用しな

い。 

（４） 提出期日以降における提出書類の差替え及び再提出は認めない。なお、提出書類以外に

審査に必要な書類の提出を本市から求める場合がある。 

（５） 本業務の受注者は、受注者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせること

はできない。ただし、業務を効率的かつ有効に行う上で必要と思われる場合には、本市と協

議の上、あらかじめ承認を受けて業務の一部を委託することができる。 

（６） 本業務に実施にあたっては、労働基準法、労働関係調整法、最低賃金法、著作権法、その

他の関係法令を遵守すること。__ 


